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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次
第34期

第１四半期累計(会計)
期間

第35期

第１四半期累計(会計)
期間

第34期

会計期間
自  平成22年１月１日

至  平成22年３月31日

自  平成23年１月１日

至  平成23年３月31日

自  平成22年１月１日

至  平成22年12月31日

売上高 （千円） 2,834,331 2,719,244 13,177,874

経常利益 （千円） 692,737 600,967 2,881,827

四半期（当期）純利益 （千円） 387,714 329,961 1,631,036

持分法を適用した
場合の投資利益

（千円） － － －

資本金 （千円） 1,491,350 1,491,350 1,491,350

発行済株式総数 （株） 22,975,189 22,975,189 22,975,189

純資産額 （千円） 5,982,589 7,188,503 7,100,240

総資産額 （千円） 8,631,183 9,636,871 10,653,474

１株当たり純資産額 （円） 260.58 313.11 309.26

１株当たり四半期
（当期）純利益金額

（円） 16.88 14.37 71.04

潜在株式調整後
１株当たり四半期
（当期）純利益金額

（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 16.00

自己資本比率 （％） 69.3 74.6 66.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 11,486 295,173 1,621,655

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △65,822 △1,544,646 △174,356

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △212,705 △218,115 △366,265

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円） 1,334,706 1,215,192 2,682,780

従業員数 （人） 128 128 129

(注) １  当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載して

おりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について、

重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)  提出会社の状況

平成23年３月31日現在

従業員数(人)
128
(24)

　

(注) １  従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２  臨時従業員数は（ ）内に当第１四半期会計期間の平均雇用人員を外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)  商品仕入実績

当第１四半期会計期間における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当第１四半期会計期間

自  平成23年１月１日

至  平成23年３月31日

前年同四半期比(％)

潤滑油（千円） 1,347,188 100.9

合計 1,347,188 100.9

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2)  販売実績

（受注実績は販売実績とほぼ同様であります。）

当第１四半期会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当第１四半期会計期間
自  平成23年１月１日
至  平成23年３月31日

前年同期比(％)

潤滑油 (千円） 2,719,244 95.9

合計 2,719,244 95.9

(注) １  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２  当第１四半期会計期間における主な相手先別販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のと

おりであります。

相手先

前第１四半期会計期間
自  平成22年１月１日
至  平成22年３月31日

当第１四半期会計期間
自  平成23年１月１日
至  平成23年３月31日

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

  株式会社オートバックスセブン 571,676 20.2 544,564 19.4

(注) 相手先別に売上割戻を集計することが困難なため、売上割戻金控除前の金額及び割合を使用しております。

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

(1)  経営成績の分析

当第１四半期会計期間における我が国経済は、海外経済の回復や政府による経済対策を背景に企業

収益の改善がみられました。一方、３月11日に発生した「東北地方太平洋沖地震」がもたらした被害

は甚大であり、今後の日本経済全体に与える影響が懸念されます。

雇用情勢につきましては、完全失業率が若干改善したものの、引き続き高い水準で推移いたしまし

た。

自動車業界におきましても、自動車登録台数は７カ月連続で前年を割っており、また、原油価格及び

ガソリン店頭価格の上昇が消費者心理に影響を与えている状況であるため、先行きに対しては慎重な

見方が続いております。

このような市場環境の下、消費者の関心の高い環境に配慮した低粘度・省燃費のプレミアムオイル

の販売に焦点を当て、カーショップでのシェアアップ並びにカーディーラー等の新規顧客開拓を積極

的に推進いたしました。

なお、３月11日に発生した「東北地方太平洋沖地震」により特に東北地方においての物流等に影響

がありましたが、第１四半期の業績に直接与えた影響は僅かでありました。

この結果、当第１四半期会計期間における売上高は2,719百万円（前年同四半期比4.1％減）、営業

利益は604百万円（同11.8％減）、経常利益は600百万円（同13.2％減）、四半期純利益は329百万円

（同14.9％減）となりました。

　

(2)  財政状態の分析

(流動資産）

当第１四半期会計期間末における流動資産の残高は、9,166百万円（前事業年度末は10,118百万円）と

なり、952百万円減少いたしました。これは、主に現金及び預金（232百万円の増加）、受取手形及び売掛金

（1,022百万円の減少）及び短期貸付金（190百万円の減少）によるものです。（なお、貸付金の内容は、

BPグループのインハウス・バンクを運営しているビーピー・インターナショナル・リミテッドに対する

ものであります。）

(固定資産）

当第１四半期会計期間末における固定資産の残高は、470百万円(前事業年度末は534百万円）となり、

64百万円減少いたしました。これは、主に有形固定資産（13百万円の減少）及び投資その他の資産（54百

万円の減少）によるものです。

(流動負債）

当第１四半期会計期間末における流動負債の残高は、2,411百万円（前事業年度末は3,517百万円）と

なり、1,106百万円減少いたしました。これは主に支払手形及び買掛金（227百万円の減少）、未払金（191

百万円の減少）、未払費用（163百万円の減少）、未払法人税等（410百万円の減少）及び賞与引当金

（149百万円の減少）によるものです。

(固定負債）

当第１四半期会計期間末における固定負債の残高は、37百万円（前事業年度末は35百万円）となり、１

百万円増加いたしました。これは主に退職給付引当金（８百万円の減少）及び受入保証金（10百万円の

増加）によるものです。
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(純資産）

当第１四半期会計期間末における純資産の残高は、7,188百万円（前事業年度末は7,100百万円）とな

り、88百万円増加いたしました。これは、主に利益剰余金が四半期純利益により329百万円増加し、剰余金

の配当により241百万円減少したことによるものです。

　

(3)  キャッシュ・フローの状況の分析

当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、1,215百万円とな

り、前事業年度末より1,467百万円減少いたしました。

なお、当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、295百万円（前年同四半期比283百万円の増加）となりました。これは

主として、税引前四半期純利益が579百万円、賞与引当金の減少149百万円、売上債権の減少1,022百万円、

仕入債務の減少227百万円、未払金の減少201百万円及び法人税等の支払額658百万円によるものでありま

す。

(投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、1,544百万円（前年同四半期比1,478百万円の増加）となりました。こ

れは主に貸付けによる支出2,500百万円、貸付金の回収による収入1,000百万円及び有形固定資産の取得

による支出30百万円によるものであります。

なお、貸付金の内容は、BPグループのインハウス・バンクを運営しているビーピー・インターナショナ

ル・リミテッドに対するものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、218百万円（前年同四半期比５百万円の増加）となりました。これは

配当金の支払いによるものであります。

　

(4)  事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(5)  研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1)  主要な設備の状況

当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)  設備の新設、除却等の計画

当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

　

EDINET提出書類

ビーピー・カストロール株式会社(E02800)

四半期報告書

 7/23



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①  【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 118,000,000

計 118,000,000

　

②  【発行済株式】

種類

事業年度末現在

発行数(株)

(平成23年３月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成23年５月13日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 22,975,18922,975,189
東京証券取引所
市場第一部

完全議決権株式であり、株主
として権利内容に制限のな
い、標準となる株式。

単元株式数  100株

計 22,975,18922,975,189－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成23年１月１日～

平成23年３月31日
― 22,975,189 ― 1,491,350 ― 1,749,600

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成22年12月31日）に基づく株主名簿により記

載しております。

①  【発行済株式】

平成22年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 16,900

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,950,200 229,502 －

単元未満株式 普通株式 8,089 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 　 22,975,189 － －

総株主の議決権 － 229,502 －

(注) １  「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２  「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」欄は、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ14,000株

及び80株含まれております。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数140

個が含まれております。

３  「単元未満株式」欄は、当社所有の自己株式が34株含まれております。

　

②  【自己株式等】

平成22年12月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式）

ビーピー・カストロール
株式会社

東京都品川区大崎一丁目
11番２号ゲートシテイ大
崎イーストタワー

 

16,900

 

－

 

16,900

 

0.07

計 － 16,900 － 16,900 0.07

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年

１月

 

２月

 

３月

最高(円) 350 365 366

最低(円) 322 336 294

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価であります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び前第１四半期累計期

間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四

半期会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第１四半期累計期間（平成23年１月

１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成22年１月１日

から平成22年３月31日まで）及び前第１四半期累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）

に係る四半期財務諸表並びに当第１四半期会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び

当第１四半期累計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）に係る四半期財務諸表について、

新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３  四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第

２項により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から

みて、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程

度に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

①  資産基準 0.1％

②  売上高基準 ―％

③  利益基準 △0.0％

④  利益剰余金基準 0.1％

※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期会計期間末
(平成23年３月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 342,598 110,231

受取手形及び売掛金 1,512,593 2,534,682

商品及び製品 575,250 498,325

原材料及び貯蔵品 24,616 27,413

前払費用 31,873 30,263

繰延税金資産 320,082 320,082

短期貸付金 5,894,194 6,084,821

未収入金 453,988 503,271

その他 11,817 9,975

貸倒引当金 △172 △200

流動資産合計 9,166,841 10,118,867

固定資産

有形固定資産 ※1
 307,913

※1
 320,964

無形固定資産 8,626 5,532

投資その他の資産 153,489 208,108

固定資産合計 470,029 534,606

資産合計 9,636,871 10,653,474

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 920,428 1,147,910

未払金 608,894 799,996

未払費用 454,797 618,163

未払法人税等 266,012 676,708

預り金 76,085 15,346

賞与引当金 62,367 212,072

その他 22,654 47,336

流動負債合計 2,411,240 3,517,535

固定負債

退職給付引当金 11,112 19,685

受入保証金 26,014 16,012

固定負債合計 37,127 35,697

負債合計 2,448,367 3,553,233
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(単位：千円)

当第１四半期会計期間末
(平成23年３月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,491,350 1,491,350

資本剰余金 1,749,600 1,749,600

利益剰余金 3,952,557 3,863,658

自己株式 △6,451 △6,451

株主資本合計 7,187,055 7,098,156

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,447 2,084

評価・換算差額等合計 1,447 2,084

純資産合計 7,188,503 7,100,240

負債純資産合計 9,636,871 10,653,474
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(2)【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年３月31日)

売上高 2,834,331 2,719,244

売上原価 1,308,182 1,270,263

売上総利益 1,526,149 1,448,980

販売費及び一般管理費 ※
 840,296

※
 844,362

営業利益 685,852 604,617

営業外収益

受取利息 4,161 3,075

受取配当金 700 －

受取賃貸料 3,862 3,862

受取手数料 3,323 2,813

受取補償金 1,943 726

為替差益 3,974 －

その他 1,264 1,119

営業外収益合計 19,231 11,596

営業外費用

売上割引 12,346 12,183

為替差損 － 3,063

営業外費用合計 12,346 15,246

経常利益 692,737 600,967

特別利益

貸倒引当金戻入額 33 27

特別利益合計 33 27

特別損失

固定資産除却損 72 213

特別退職金 2,165 5,081

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 16,484

特別損失合計 2,238 21,779

税引前四半期純利益 690,532 579,216

法人税等 302,818 249,254

四半期純利益 387,714 329,961
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第１四半期累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 690,532 579,216

減価償却費 42,260 31,575

貸倒引当金の増減額（△は減少） △33 △27

賞与引当金の増減額（△は減少） △247,910 △149,705

退職給付引当金の増減額（△は減少） △12,936 △8,572

前払年金費用の増減額（△は増加） △7,310 －

受取利息及び受取配当金 △4,861 △3,075

支払利息及び売上割引 12,346 12,183

固定資産除却損 72 213

売上債権の増減額（△は増加） 666,285 1,022,089

たな卸資産の増減額（△は増加） △20,215 △74,127

その他の資産の増減額（△は増加） △118,792 107,497

仕入債務の増減額（△は減少） 15,306 △227,482

未払金の増減額（△は減少） △148,184 △201,534

その他の負債の増減額（△は減少） △372 △125,246

小計 866,185 963,004

利息及び配当金の受取額 6,878 3,072

利息及び売上割引の支払額 △21,288 △12,183

法人税等の支払額 △840,289 △658,719

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,486 295,173

投資活動によるキャッシュ・フロー

貸付けによる支出 △1,000,000 △2,500,000

貸付金の回収による収入 1,000,000 1,000,000

定期預金の預入による支出 － △10,000

有形固定資産の取得による支出 △94,945 △30,845

無形固定資産の取得による支出 △380 △3,500

投資有価証券の取得による支出 △297 △301

出資金の回収による収入 29,800 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △65,822 △1,544,646

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △212,705 △218,115

財務活動によるキャッシュ・フロー △212,705 △218,115

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △267,041 △1,467,588

現金及び現金同等物の期首残高 1,601,747 2,682,780

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,334,706

※
 1,215,192
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期会計期間

(自  平成23年１月１日

  至  平成23年３月31日)

会計処理基準に関する事項の変更
 

「資産除去債務に関する会計基準」の適用

当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号  平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日）を適用

しております。

  なお、資産除去債務の負債計上及び対応する除去費用の資産計上に代え

て、賃借契約に関連する敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額

を合理的に見積もり、そのうち過年度及び当第１四半期会計期間の負担に属

する金額を損失及び費用に計上する方法によっております。

これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ709千円減少し、税引前四半期

純利益は17,194千円減少しております。

  また、当会計基準等の適用に伴い、投資その他の資産に含まれる「敷金及

び保証金」は17,194千円減少しております。

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期会計期間

(自  平成23年１月１日

  至  平成23年３月31日)

1.一般債権の貸倒見積高の算定方法 当第１四半期会計期間末の貸倒実績等が前事業年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用し

て貸倒見積高を算定しております。

2.たな卸資産の評価方法 当第１四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、

前事業年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法

によっております。

また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなもの

についてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっておりま

す。

3.経過勘定項目の算定方法 合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。

4.繰延税金資産の回収可能性の判断 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環

境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前

事業年度末において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを

利用する方法によっております。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期会計期間

(自  平成23年１月１日

  至  平成23年３月31日)

税金費用の計算
 

税金費用について、当第１四半期会計期間を含む当事業年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第１四半期会計期間末
(平成23年３月31日)

前事業年度末
(平成22年12月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額    461,401千円※１  有形固定資産の減価償却累計額    433,137千円

　 　

  ２  当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行１行と当座貸越契約を締結しております。これら契

約に基づく当第１四半期会計期間末の借入未実行残

高は次のとおりであります。

当座貸越極度額 300,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 300,000千円

  ２  当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行１行と当座貸越契約を締結しております。これら契

約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。

当座貸越極度額 300,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 300,000千円

　
　

　

(四半期損益計算書関係)

第１四半期累計期間

前第１四半期累計期間
(自  平成22年１月１日
   至  平成22年３月31日）

当第１四半期累計期間
(自  平成23年１月１日
  至  平成23年３月31日)

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。
 

従業員給料手当 252,794千円

 

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。
 

従業員給料手当 244,181千円

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期累計期間
(自  平成22年１月１日
  至  平成22年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自  平成23年１月１日
  至  平成23年３月31日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対
照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 103,608千円

融資期間が３か月以内の短期貸付金 1,245,239千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △14,141千円

現金及び現金同等物 1,334,706千円
 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対
照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 342,598千円

融資期間が３か月以内の短期貸付金 894,194千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △21,600千円

現金及び現金同等物 1,215,192千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期会計期間末（平成23年３月31日）及び当第１四半期累計期間（自  平成23年１月１日  至  平

成23年３月31日）

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第１四半期
会計期間末

普通株式(株) 22,975,189

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第１四半期
会計期間末

普通株式(株) 16,934

　

３  配当に関する事項

(1)  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月25日
定時株主総会

普通株式 241,061 10.5平成22年12月31日 平成23年３月28日 利益剰余金

　

(2)  基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

当第１四半期会計期間末（平成23年３月31日）

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度末に比べて著しい変動が認められ

ないため記載しておりません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第１四半期会計期間末（平成23年３月31日）

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

当第１四半期会計期間末（平成23年３月31日）

  該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

    当第１四半期累計期間（自  平成23年１月１日  至  平成23年３月31日）

（追加情報）

当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号

 平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第20号  平成20年３月21日）を適用しております。

　

当社グループの事業は、潤滑油の販売並びにこれらに付帯する事業の単一セグメントであるため、

記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
(平成23年３月31日)

前事業年度末
(平成22年12月31日)

　

１株当たり純資産額 313円11銭

　

　

１株当たり純資産額 309円26銭

　
　 　

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第１四半期累計期間

前第１四半期累計期間
(自  平成22年１月１日
  至  平成22年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自  平成23年１月１日
  至  平成23年３月31日)

 

１株当たり四半期純利益金額 16円88銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

 

１株当たり四半期純利益金額 14円37銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

　 　

(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第１四半期累計期間
(自  平成22年１月１日
  至  平成22年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自  平成23年１月１日
  至  平成23年３月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益（千円） 387,714 329,961

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 387,714 329,961

普通株式の期中平均株式数（株） 22,958,255 22,958,255

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年５月14日

ビーピー・カストロール株式会社

取締役会  御中

    新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員
 

　 公認会計士    塚  原  正  彦    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員
 

　 公認会計士    大  澤  栄  子    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているビー

ピー・カストロール株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの第34期事業年度の第１四半期

会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成22年１月１日から

平成22年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ビーピー・カストロール株式会社の平成22年３月31日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
　

以  上

　
 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年５月13日

ビーピー・カストロール株式会社

取締役会  御中

    新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員
 

　 公認会計士    塚  原  正  彦    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員
 

　 公認会計士    大  澤  栄  子    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているビー

ピー・カストロール株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの第35期事業年度の第１四半期

会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成23年１月１日から

平成23年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ビーピー・カストロール株式会社の平成23年３月31日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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